


１．調査結果

２．今回の調査対象事案への対応

○ 遡及して資格喪失させたことは事実に即していた可能性が考えられるが、
その後の指導に誤りがあった事案 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １件

○ 社会保険事務所の職員が事実に反する処理であることを知っていたと考えられる事案 ・・・・ １件

○ 事実に反する処理であることを職員が知っていたかどうかが明らかに ならなかった事案 ・・・ １５件

※１ 調査した17事案の経緯
① 第三者委員会に申立てがあり、あっせんに至った事案 ： 16件
② 事業主が、社会保険事務所の示唆により、事実に反して遡及訂正をしたと証言をしている事案 ： １件

※３ 標準報酬・資格喪失の遡及訂正については、例えば、届出していた報酬額が経営難で支払われなく
なっていた場合に、実態に合わせて、届出されている報酬額を遡及して引き下げることは適正な処理。
一方、報酬額は変わっていないのに、実態に反し、遡って報酬額を引き下げることを、事務所職員が示

唆したか、知っていた場合には、社会保険事務所の職員の対応として問題となる。

（１） 社会保険事務所の職員が事実に反する処理であることを知っていたと考えられる１件の事案に関
し、当該職員が他に関与した事案がなかったどうか等の調査を行った上で、関係職員に対して厳正
に対処する。

（２） 今回の調査対象事案に係る事業所に勤務していた他の従業員のうち、同様の遡及訂正処理が行
われている可能性がある者について、早急に事実の確認を行い、必要な記録の訂正を行う。

標準報酬・資格喪失の遡及訂正事案（17事案）に係る調査結果について

※２ 第三者委員会に申立てがあり、あっせんに至った16件については、あっせんのとおり申立人の記録を訂
正済みである。

（平成20年9月9日発表）
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２．記録を抽出した上での調査

（１） 今回の調査対象事案以外に第三者委員会であっせんが行われた事案（平成20年10月20日現在52件）について
調査を行う。

（２） 外形から同様の事案と見られる第三者委員会申立事案（平成20年1月末時点で160件程度）に係る内容の分析
及び個々の事案の遡及訂正理由等の調査を行う。

１．上記以外の第三者委員会あっせん事案等の調査の実施

○ 調査方針
上記の調査等を踏まえ、オンライン上の全ての記録から不適正な遡及訂正処理の可能性のある記録を抽出し

た上で、ご本人による当該記録の確認に基づき、調査を行うことについて早急に検討し、実施する。

調査結果を踏まえた対応

（３） 元社会保険庁職員から、組織的に不適正な遡及訂正処理が行われていたとの証言があった件について、事実
関係の調査を行う。

○ 具体的取り組み
第三者委員会のあっせん事案等の分析に基づき、不適正な標準報酬の遡及訂正処理の可能性のある記録

として、下記の３つの条件の全てに該当する記録（約6万9千件）を抽出し、うち厚生年金受給者（およそ2万件）
については、本年10月16日から、社会保険事務所職員による戸別訪問を開始し、ご本人による記録確認及び
それに基づく調査を行うこととしたところ。
また、3条件のそれぞれに該当する件数の単純合計の延べ約144万件（上記戸別訪問の対象者を除く）につ

いては、下記３－（３）及び４－（２）の記録送付の際に、年金受給者や現役加入者への注意喚起を行う文書を同
封する。

※ ３つの条件
① 標準報酬月額の引き下げ処理と同日もしくは翌日に資格喪失処理が行われている。
② 5等級以上遡及して標準報酬月額が引き下げられている。
③ 6か月以上遡及し標準報酬月額が引き下げられている。
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５．再発防止の徹底

（１） 遡及訂正処理を行う場合に、事実関係が確認できる関係書類（賃金台帳、法人登記簿等）の添付を徹底。

（２） 滞納事業所の全喪処理や延滞金の取扱い等について、社会保険事務所長自らが把握する体制を構築。

（３） 一定の遡及訂正処理に係る届書について、社会保険事務局が事前チェックを行う体制を整備。

（４） 事業所調査において、遡及訂正処理が行われた届出についての調査を重点項目に追加。

（５） 適用・徴収関係書類の管理の在り方について、業務の性格等に応じた見直しを検討。

４．現役加入者による記録確認

（２） 平成21年4月から、現役加入者に「ねんきん定期便」（標準報酬月額の情報を含む）を送付し、ご本人に記録を
確認していただく。

（１） 平成２０年２月から現役加入者に対して送付している「ねんきん特別便」により、ご本人に資格喪失日等の記録
を確認していただく。

※ 上記（１）及び（２）については、現役加入者から、記録が事実と相違していると申し出があったものについて、
社会保険事務所の事務処理や事業主等について調査を行うものとする。

※ 上記（１）～（３）については、受給者から、記録が事実と相違していると申し出があったものについて、社会保

険事務所の事務処理や事業主等について調査を行うものとする。

（３） さらに、平成21年中に、厚生年金受給者全員に対する標準報酬月額の情報を含むお知らせの送付を開始し、
ご本人に記録を確認していただく。

（２） 平成19年12月から年金受給者に送付している「ねんきん特別便」により、ご本人に資格喪失日等の記録を
確認していただく。

（１） 年金受給者に対し、社会保険事務所等における相談を呼びかけるとともに、平成20年度中に、インターネット
による年金記録照会（標準報酬月額も閲覧可）を開始する。

３．年金受給者による記録確認
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